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◇監査役の注意義務違反に関する最高裁判決 致していることを確認しさえすれば、常にその任
本年7月19日、最高裁判所第二小法廷は、監査役 務を尽くしたといえるものではない。（中略）

の注意義務違反の有無について、注目すべき判決 被上告人が任務を怠ったと認められるか否かにつ
を下しました。 いては、上告人における本件口座に係る預金の重

１.事案の概要 要性の程度、その管理状況等の諸事情に照らして
Ｙは、かつてＸ社の監査役（その監査の範囲は、 被上告人が適切な方法により監査を行ったといえ

会計に関するものに限る）を務めていましたころ、 るか否かにつき更に審理を尽くして判断する必要
Ｙの在任中に、Ｘ社の経理担当従業員Ａが、Ｘ社 があり、また、任務を怠ったと認められる場合に
口座から自己名義の預金口座への送金を繰り返し、 はそのことと相当因果関係のある損害の有無等に
合計2億3000万円余りを横領していたことが発覚し ついても審理をする必要があるから、本件を原審
ました。Ａは、横領行為の発覚を防ぐため、Ｘ社 に差し戻すこととする。
口座の残高証明書を偽造するなどしていましたが、 ４.コメント
Ｙはこれに気付かないまま、偽造された残高証明 本判決に照らせば、監査役は、監査対象事項の
書と会計帳簿を照合し、計算書類等に表示された 重要性等に照らし、計算書類と会計帳簿を照合す
情報が会計帳簿の内容に合致していることを確認 るだけでは不十分と判断される場合があり得ます
する等した上、計算書類等の記載が適正である旨 ので、今後はより慎重な対応が求められることに
の意見を表明していました。 なります。

２.審理の経過 （弁護士門屋）
Ｘ社は、Ｙが監査役としての注意義務を怠った ＊

として、会社法423条に基づき損害賠償を求めまし ～先の国会で成立した法律(一部)のご紹介～
た。 ◆改正特定商取引法（令3.6.19公布。原則として

第1審判決はＸ社の請求を一部認容しましたが、 公布から1年以内に施行）
控訴審の東京高裁は、「監査の範囲が会計に関す １.通販における「詐欺的な定期購入商法」対策と
るものに限定されている監査役（中略）は、計算 して、①定期購入でないと誤認させる表示に対す
書類等の監査において、会計帳簿が信頼性を欠く る直罰化②誤認に基づく申込みの取消を認める制
ものであることが明らかであるなど特段の事情の 度などが導入されます。
ない限り、計算書類等に表示された情報が会計帳 ２.送り付け商法対策として、一方的に商品を送り
簿の内容に合致していることを確認していれば、 付けた事業者は、商品の返還を請求できず、消費
任務を怠ったとはいえない。」と述べて、第１審 者は当該商品を直ちに処分することが可能になり
判決を取り消し、Ｘ社の請求を棄却しました。 ます（本制度は令3.7.6に施行）。

しかし、後述の通り、最高裁は、原判決の判断 ◆改正プロバイダ責任制限法（令3.4.28公布。公
は是認できないとしてこれを破棄し、審理を原審 布から1年6か月以内に施行）
に差し戻しました。 SNS等における誹謗中傷の発信者情報の開示手続

３.最高裁の判示 が一体化されます。従来、発信者を特定するには、
監査役は、会計帳簿が信頼性を欠くものである 投稿サイトと接続プロバイダに対し2段階で開示

ことが明らかでなくとも、計算書類等が会社の財 請求する必要がありました。今回発信者情報開示
産及び損益の状況を全ての重要な点において適正 命令の制度（非訟手続）が創設され、投稿サイト
に表示しているかどうかを確認するため、会計帳 に対する開示命令を発した裁判所が接続プロバイ
簿の作成状況等につき取締役等に報告を求め、又 ダに対する開示命令事件も専属的に管轄すること
はその基礎資料を確かめるなどすべき場合がある となりますので、より簡易迅速に発信者を特定す
というべきである。そして、会計限定監査役にも、 ることが可能となります。
取締役等に対して会計に関する報告を求め、会社 ◆改正育児・介護休業法（令3.6.9公布。下記の各
の財産の状況等を調査する権限が与えられている 制度は公布から1年6か月以内に施行）
こと（会社法389条4項、5項）などに照らせば、以 １.出産直後の時期に柔軟に育児休業を取得できる
上のことは会計限定監査役についても異なるもの よう、子の出生後8週間以内に4週間まで取得（2
ではない。 回分割取得も可能）できる制度が創設されます

そうすると、会計限定監査役は、計算書類等の ２.育児休業（原則子が1歳まで）の分割取得が可
監査を行うに当たり、会計帳簿が信頼性を欠くも 能になります。1歳以降の延長についても、育休
のであることが明らかでない場合であっても、計 開始日を柔軟化することで、期間途中で夫婦が交
算書類等に表示された情報が会計帳簿の内容に合 代することも可能になります。
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